
1 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　職員の任免

　平成25年度における職員の採用及び離職状況は、次のとおりです。

①　職種別採用者数

※　採用者は、平成25年4月2日～平成26年4月1日までに採用した人数です。

②　事由別離職者数

（２）　職員数の状況

①　部門別職員数と主な増減理由 （各年4月1日現在）

※　職員数には、教育長を含みます。

※　（　）内の数値は、条例定数の合計です。

合計

小　　計

合　　計

公
営
企
業

会
計
部
門

378

（　437　） （　437　） （　0　）

▲ 3375

147 48

消防職

平成26年

4

5

平成25年

職員数

27 28 1 機構見直しに伴う増

下水道 10 10 0

その他

▲ 4

水　　道 10 10 0

小　　計

普
通
会
計
部
門

331 327

教育部門

消防部門

215 213

58 53

58

商　　工 7

土　　木 30

派遣受入

計

▲ 16

30

議　　会

農林水産 30 28

衛　　生 20

税　　務 23 23

民　　生 ▲ 1

技能労務職退職不補充

0

0

▲ 2

▲ 5

▲ 2

3 指揮隊編成

事務の統廃合、派遣受入

総　　務 68 68 0

61

2

主な増減理由

機構見直しに伴う減

葬斎組合派遣

5 5

32 31

22

　　みやま市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成20年条例第1号）第6条の規定に基づき、
みやま市の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。
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②年齢別職員構成の状況（平成26年4月1日現在）

　

③定員管理の数値目標及び進捗状況

集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）

※　平成25年4月1日に上記数値目標であった378名体制を達成しました。今後、さらなる定員の適正化に努めます。
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2 職員の給与の状況

（１） 総括

　① 人件費の状況（普通会計決算）

　②　職員給与費の状況（普通会計決算）

　　計　　Ｂ 　　　　　　　

※　職員手当には退職手当、児童手当を含みません。

※　職員数は、平成24年4月1日現在の人数です。

　③ ラスパイレス指数の状況（平成25年4月1日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数(構成)を

　　　　用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)適用職員の俸給月額を100として計算した

　　　　指数のことです。

1,829,481

※　人件費には、市長、議員、各種委員などの特別職の職員に支給される給料や報酬、一般職の職員に支給
　される給料や諸手当、共済組合に対する事業主負担金などを含みます。

職員手当
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人 件 費 率

Ｂ／Ａ
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　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的（2年間）な給与改定特例法による措置がないものとした場合の値です。
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（２） 職員の平均給与月額、初任給等の状況

　① 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じペース（＝時間外
　　　　勤務手当等を除いたもの)で算出しています。

　②職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）です。

　③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

－ 円 － 円 － 円 － 円

（注）　技能労務職は比較対象となる職員数に達していないため記載しておりません。

区　　　　　分

144,500

みやま市

高　校　卒 144,500

338,907

307,720

378,860

43.1

322,59541.6

技能労務職

高　校　卒

高　校　卒

137,500

776

みやま市

福岡県

144,500

172,200 178,800

（国ベース）

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

345,733

424,212 376,262

(332,446) ― 376,257 (405,463)

類似団体 42.8 322,051 372,860 347,747

国 43.1

区　　分
平均
年齢

職員数
平均給料

月額
平均給与
月額(A)

平均給与月額
（国ベース）

みやま市 47.8 26 361,142 375,961 372,642

うち学校給食員 47.7 25 360,068 375,272 371,924

う ち 用 務 員 * 1 * * *

367,075

国 49.9 3,272 272,119 309,534

53.2福岡県

(286,850) ―

一般行政職

23 309,919

338,581 387,555

322,272

技能労務職

高　校　卒

経験年数１４年 経験年数１６年 経験年数２０年 経験年数３５年

420,100

270,100 284,600 321,300 402,000

区　　　　分

一般行政職 大　学　卒 301,000 321,700 361,800

(325,400)

334,443

163,987 (172,200)

類似団体 49.3

大　学　卒

　　　３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額(国比較ベース)」の括弧書きは、給与改定

　　　　給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値(減額前)です。

　　　４　個人情報保護の観点から、対象となる職員が１人の場合は個人情報が特定されるため、

　　　　　平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の欄をアスタリスク（＊）としています。

　　　５　総務省通知に係る様式中「民間」については、比較のための適当なデータがないため記載しておりません。

国福岡県

133,418 (140,100)

―
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（３）一般行政職の級別職員数等の状況

　①一般行政職の級別職員数の状況（平成25年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※　みやま市の給与条例に基づく給料表の区分による職員数です。

※　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注）平成１８年に８級制から７級制に変更しています。

　②昇給への勤務成績の反映状況

185,800 307,800

16

　職員の能力や経歴、勤務成績等を総合的に判定することを通じて、人事異動や昇任等を行い、適材適
所の徹底に努めています。
　今後、「人材育成基本方針」に基づき、昇給等への勤務成績が反映される新たな人事評価制度の導入
を検討していくこととなるため、現時点では、昇給への反映は行っていません。
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366,200 456,200

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
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（４）職員の手当の状況

　① 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成25年度支給割合） （平成24年度支給割合） （平成25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20% ・役職加算　5～20%

・管理職加算　10～25% ・管理職加算　10～25%

※　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績への反映の状況（一般行政職）

　② 退職手当

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

  ・定年前早期退職特例措置（2～45%加算）

※退職手当の１人当たり平均支給額は、平成25年度に退職した職員に支給された平均額です。

　③ 地域手当

千円

千円

％ 人 ％

　④ 特殊勤務手当

千円

　円

　％

支給実績　（25年度決算） 0

支給実績　（25年度決算）

55.860055.86

0

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額　（25年度決算）

  ・定年前早期退職特例措置（2～20%加算）

国の制度（支給率）支給率 支給対象職員数

１人当たり平均支給額

みやま市 3300

1,075

14.4

１　種類

0

主な支給対象職員

　職員の能力や経歴、勤務成績等を総合的に判定することを通じて、人事異動や昇任等を行い、適材適
所の徹底に努めています。
　今後、「人材育成基本方針」に基づき、昇給等への勤務成績が反映される新たな人事評価制度の導入
を検討していくこととなるため、現時点では、支給率への反映は行っていません。

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

一回　２００円

30.82

・役職加算　5～15%  

36.570

1.45

1,354

1.45

23.03

2.60

55.8600

1,531

38.9550

1.35

み　　や　　ま　　市

43.70

28.7875

み　　や　　ま　　市

2.60

0.65

支給職員１人当たり平均支給年額　（25年度決算）

救急出動業務

福　　　　岡　　　　県

（非公表）

19,904

消防職員

国

21.62

救急出動手当

手当の種類（手当数）

0.65

21,401千円

国

1.35

0.65

手当の名称

27.025

１人当たり平均支給額（平成25年度決算見込）１人当たり平均支給額（平成25年度）

1.35

52.44

2.60

職員全体に占める手当支給職員の割合　（25年度）

46.55

52.440

1.45

32.83

52.440
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　⑤ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　⑥ その他の手当

円

円

円

円

円

円

円

円

515,225

270,31112,975

1回につき
6,000円

同じ

管理職員が、臨時又は
緊急の必要その他の公
務の運営の必要により
週休日又は休日等に勤
務した場合
1回につき4,000円

75,452

国の制度
と異なる

内容

61,649

100,602

157,889

239,748

28,104

休日勤務手当

住居手当

229

支給実績（24年度決算）

正規の勤務時間として
22時から翌5時までの間
に勤務することを命ぜ
られた消防職員
勤務1時間当たりの給与
額×25/100

68

千円

16,460

管理又は監督の地位に
ある職員
給料月額の10％～13％

同じ

休日等において正規の
勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた消防
職員
勤務1時間当たりの給与
額×135～160/100

交通用具使
用者は5㎞未
満で支給額
が異なる（5
㎞以上は同
じ）

162
宿直勤務又は日直勤務
を命ぜられた職員
1回につき4,200円

異なる

3,923

17,000

5,989

千円

千円

国の制度と
の異同

15,457

303

78,450千円夜間勤務手当

管理職手当

内容及び支給単価

異なる

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

千円

宿日直手当

管理職員
特別勤務手当

同じ

・交通機関等利用者に
対し月額55,000円を限
度に支給
・交通用具利用者に対
し通勤距離に応じて
2,600円～24,500円を支
給

通勤手当

・持ち家月額　2,500円
・家賃支払者最高限度
額
　27,000円

千円

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

異なる

配偶者13,000円
被扶養者1人につき
6,500円（配偶者のない
場合は1人のみ11,000
円、16歳から22歳まで
の被扶養者はさらに
5,000円加算）

千円

支給実績（25年度決算）

手　当　名

扶養手当

国は持家居
住職員の手
当を廃止

千円

43,634

支給実績
（25年度決算）

俸給の特別
調整額とし
て支給

支給職員1人当たり
平均支給年額
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（５）特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

880,000円×在職年数×510/100      17,952,000円

710,000円×在職年数×300/100       8,520,000円

630,000円×在職年数×252/100       6,350,400円

なし

任期毎

　　（25年度支給割合）

　　（25年度支給割合）

※　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合
　における退職手当の見込額です。

報

酬

教 育 長

給

料

市 長

880,000

期
末
手
当

議 員

副 議 長

989,000

6月期　1.40月分　　　12月期　　　1.6月分　　　　　計　3.00月分

404,000

議 員

議 長

市 長

区 分

議 長

教 育 長

6月期　1.40月分　　　12月期　　　1.6月分　　　　　計　3.00月分

259,000

-630,000

710,000

385,000

副 議 長 440,000

220,000

-

副 市 長 816,000 483,000

234,000

274,000452,000

副 市 長

※　市長、副市長及び議員の期末手当の基礎額は、給料又は報酬の月額に15％加算した額です。

400,000

給 料 月 額 等

495,000

退
職
手
当

議 員

市 長

備　　　　考

副 市 長

教 育 長 任期毎

任期毎
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3 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間等

一般的な職員の勤務時間、休憩時間等は次のとおりです。

※　交替制勤務など、勤務の特殊性により、上記の勤務時間により難い場合は、別に定めています。

（２）週休日及び休日

　※　祝日法による休日とは、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日です。

　※　交替制勤務など、勤務の特殊性により、上記の勤務時間により難い場合は、別に定めています。

（３）休暇

（４）育児休業及び部分休業

平成25年度における取得状況は、以下のとおりです。

―

※上段は平成25年度に新たに育児休業（部
分休業）を取得した職員の人数、下段には
育児休業（部分休業）の期間が平成24年度
から平成25年度にかけて引き続いている職
員の人数を表示しています。

計
6

8

0

0 0

0

8

男性職員

女性職員

終業

育児休業
取得者数

6

12時15分～13時

　職員の勤務時間その他勤務条件については、国・県及び他の地方公共団体の職員との均衡等を考慮して、
条例等で定めています。

8時30分

1週間の
勤務時間

　職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇及び介護休暇があります。
　特別休暇とは、特定の事由に基づいて認められるもので、選挙権の行使、結婚、出産等に伴う休暇
です。
　なお、市長部局に属する職員（技能労務職員を除く。）の平成25年1月1日～同年12月31日における
年次有給休暇の平均取得日数は、13.1日です。

　週休日とは、原則として毎週日曜日及び土曜日を、また、休日とは祝日法による休日及び年末年始
（12月29日から翌年1月3日までの日（祝日法による休日を除く。））をいいます。

38時間45分 7時間45分

始業

　育児休業及び部分休業は、子を養育する職員の継続的な勤務を促進し、もって職員の福祉を増進す
るとともに、行政の円滑な運営に資することを目的とした制度で、3歳未満の子を養育する場合に、
任命権者の承認を得て休業又は1日の勤務時間の一部について勤務しないことができるものです。
　次世代育成の観点から、男性の積極的な育児参加が特に求められている中、みやま市においても、
各任命権者が職員の子どもたちの健やかな育成のための計画（特定事業主行動計画）を策定し、育児
休業等の制度周知の徹底と取得しやすい環境整備を図っていくこととしています

勤務時間の割振り

休憩時間 休息時間

うち両休業
取得者数

部分休業
取得者数

17時

1日の
勤務時間
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4 職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況

　平成25年度における分限処分の状況は次のとおりです。
（単位：　人）

（２）懲戒処分の状況

　平成25年度における懲戒処分の状況は次のとおりです。

（単位：　人）

5 職員の服務の状況

6 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）職員の研修の状況

人

人

人

人

人

人

（２）勤務成績の評定の状況

0

　職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたっては、全力を
挙げてこれに専念しなければならないこととされています。
　また、職員には、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義
務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制限を遵守する
ことが求められています。
　みやま市においては、こうした公務員としての服務規律の確保や綱紀の粛正について、必要に応じ
て職員へ周知を図るとともに、職員倫理条例を制定し、職員の倫理の保持に努めています。

00合　　　　　計 0

6 6

刑事事件に関し起訴された場合

0

合計

0 0

6

0

0

研　　修　　名　　等

全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行のあった場合

0 0 0

法令に違反した場合 0 0 0

0

0

0

区　　分

0

0

0

0

0
職務上の義務に違反し又は服務を怠っ
た場合

0

0

区　　　分 戒告

職に必要な適格性を欠く場合

0

0

0

減給 停職 免職 合計

0

0 0 0

0

　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と
秩序を維持することを目的として行う処分のことです。

勤務実績が良くない場合

降任 免職 休職

0

0 0 6

合　　　　　計 0 0

区　　　分

0

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

心身の故障の場合

0

職場研修

36

消防学校、救急救命士研修、救急隊員研修

新任課長等研修 12

　任命権者は、公務能率を増進させることを目的に、職員の執務について定期的な勤務成績の評定を行
い、その評定の結果に応じた措置を講ずることとされています。
　職員の能力や経歴、勤務成績等を総合的に判定することを通じて人事異動や昇任等を行い、適材適所
の徹底に努めています。
　今後、職員一人ひとりが自己成長を実感し、目標達成によるやる気とチャレンジ精神の喚起を図る新
たな人事評価制度の導入を検討します。

18

研修所研修
（市町村職員研修所）

　分限処分とは、職員が一定の事由によってその職責を十分に果たすことができない場合に、本人の
意に反して、公務能率を維持することを目的として行う処分のことです。

受講者数

専門研修・特別研修

新規採用職員研修

備　　考

コーチング研修 4

派遣研修

11

一般研修

職場外研修

18
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7 職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の福祉の状況

　①職員の安全衛生管理

　②職員の健康管理

　③職員の福利厚生

（２）職員の利益の保護の状況

8 みやま市公平委員会からの業務の報告

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

　①係属の状況

　②審査の状況

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況

　①係属の状況

　②審査の状況

事案名 審査等の状況

平成25年度中の要求件数 平成25年度中の処理件数 平成26年度への繰越件数

― ―

平成25年度中の要求件数 平成25年度中の処理件数 平成26年度への繰越件数

事案件数 0 0 0

― ―

事案件数 0 0 0

事案名 審査等の状況

　職員の利益は、勤務条件に関する措置要求制度及び不利益処分に関する不服申立て制度によって保護
されています。
　勤務条件に関する措置要求制度は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して地
方公共団体の当局により適正な措置が執られるべきことを要求する制度であり、また、不利益処分に対
する不服申立て制度は、不利益な処分を受けた職員が公平委員会に対して不服申立てを行うことを認め
る制度です。
　これらの制度の状況は、８　みやま市公平委員会からの業務の報告（1）・（2）のとおりです。

　職員の福利厚生制度として、地方公務員法第42条の規定に基づき、みやま市職員互助会を設置し、職
員の元気回復、職員に対する慶弔金や見舞金の給付その他福利厚生に関する事業を行っています。この
職員互助会は、職員の会費及び市の負担金（負担割合1:1、負担金額9,776千円）などで運営されていま
す。
　また、職員の共済制度は、福岡県市町村職員共済組合に加入し、地方公務員等共済組合法に基づき、
職員と市において分担拠出する財源により、短期給付事業（医療関係等）、長期給付事業（年金関
係）、福祉事業（健康保持増進事業等）を行っています。これらは、厚生年金、国民年金、健康保険及
び国民健康保険と同様に社会保険制度の一環とされています。

　労働安全衛生法に基づき、事業者責任として職員の健康管理状態を把握し、健康障害や疾病の早期発
見を行うため、全職員を対象に健康診断を実施しています。

　職員の安全及び健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を推進するために、労働安全衛生法
に基づき、安全衛生管理体制の整備を行い、安全衛生活動の推進に努めています。
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